
対象 対応策

地方公共団体

①庁内横断的な情報共有及び情報交換を通じて、PPP/PFIのノウハウの引継ぎ、知識の維
持・向上を図る

②官民対話の活用

③PPP/PFI事業の今後の市場規模、地方公共団体の今後の発注方針の関する情報の発信

地域企業
④多様な企業との連携

⑤セミナーや地域プラットフォームの主催者に対してテーマ・内容を提案

地域金融機関 ⑥地域金融機関の地方公共団体及び地域企業への支援

 民間資金等活用事業推進会議「PPP/PFI推進アクションプラン（令和元年6月改訂版）」で、10年間（平成25年～令和4年）で21兆円の事業規模目標が定められている。
 PPP/PFIの推進は、地方創生及び地域経済活性化の観点から、地域の実情に精通した企業グループ（地域企業）による参画が期待されている。
 一層の普及のために、地方公共団体における理解促進と、地域企業への適切な支援による参画の促進が有効と考えられる。

PPP/PFI事業化における傾向
■地方公共団体は地域企業の参画を重視してお
り、地域企業もPPP/PFIに対して積極的な姿勢を
持っている。

地域企業のPPP/PFI事業への参画による効果
■関連企業にも波及効果がみられることなど、地
域全体に良い影響があったことがうかがえた。

地域企業のPPP/PFI事業への参画促進に向け
た今後の課題
■官民対話の必要性を挙げ、地域企業が参画
可能な案件を形成するために、企業の実績・ニー
ズ等を把握したい意向がうかがえた。

地域企業の参画によるPPP/PFI導入に関する事例調査研究
報告書要約版

背景

目的  事例調査分析を通じて、地域企業がPPP/PFIに参画している事業分野・規模・共通する傾向等を把握し、地域企業が参画するPPP/PFI事業の形成を促進するための対応策の検討を行い、
PPP/PFI事業の実施に役立つ情報を地方公共団体、地域企業に還元することを目的とする。

２．調査・分析 地域企業が代表企業を務め、供用開始している事例を主に、人口・用途のバランスを考慮し22事例を対象
に調査。

１．調査フロー

開催日時 令和２年２月20日（木）14:00～16:00

参加者
・各府省庁、事例研究及び実態調査の対象事例の地方公共団体（22団体）､
地域企業等（６社）に対し募集し、23名が参加（事務局含む）

プログラム

・調査報告（㈱日本経済研究所）
・地域企業講演①（㈱加藤工務店）
・地域企業講演②（船谷ホールディングス㈱）
・意見交換

発注者 人口（人） 事業名称

紫波町 32,614 紫波町新庁舎整備事業

境町 24,517 境地区定住促進住宅整備事業(仮称)

藤沢市 423,894 藤沢市藤が岡二丁目地区再整備事業

松田町 11,171 (仮称)松田町住宅整備事業

静岡市 706,287 静岡市清水駅東地区文化施設整備及び維持管理・運営事業

岡崎市 381,051 岡崎市こども発達センター等整備運営事業

西宮市 487,850 市営石在町団地整備事業

笠岡市 50,568 笠岡市学校給食センター整備運営事業

大分市 478,146 大分市立中学校空調設備整備PFI事業

宮崎市 401,138 宮崎市公設浄化槽整備推進事業

垂水市 15,520 南の拠点整備事業(B棟)

大崎町 13,241 大崎町定住促進住宅整備事業・文化通住宅2号棟建設(仮称)

釧路市 174,742 釧路市立学校施設耐震化ＰＦＩ事業(第1期)

茅ヶ崎市 239,348 柳島スポーツ公園整備事業

京丹波町 14,559 (仮) ハイウエイテラス・京たんば整備事業

三好市 26,836 三好市浄化槽市町村整備推進事業

福岡市 1,529,040 中央児童会館等建替え整備事業

春日部市 236,466 春日部市立小・中学校普通教室等エアコン整備PFI事業

沼津市 195,633 (仮称)沼津市消防本部・北消防署庁舎整備事業

富山市 418,045 富山市新庄小学校分離新設校及び新設公民館等設計・建設・維持管理事業

三重県 1,815,865 職員公舎(東紀州世帯用)民活整備運営事業

神石高原町 9,217 神石高原町仙養ヶ原森林公園整備等事業

【事例の分析】
地方公共団体に対してアンケート調査を実施。

メリットを享受する対象 メリットの分類

PPP/PFI
導入のメリット

地方公共団体 ①財政 ②公有資産の価値 ③業務環境

住 民 住民サービス
地 域 ①地域活性化 ②雇用

地域企業
参加のメリット

住民・地方公共団体
①地域に即したきめ細かな対応 ②迅速な対応
③良好な意思疎通 ④地域の新たな担い手育成

地域企業 ①新規・安定的な業務確保 ②ＰＲ ③事業拡大
地域経済・業界 地域内企業への波及

課題の主体 課題の分類

地方公共団体
①職員のPPP/PFIの知識の向上 ②庁内の推進体制の整備
③地方公共団体の企画力向上 ④情報提供、官民対話の充実
⑤公共事業の発注方針の周知

地域企業
①事業の高度化への対応 ②セミナー、地域プラットフォーム等の有効活用
③相談できる専門家の必要性

地域金融機関 ・地域金融機関の公民への支援

５．考えられる対応策

６．調査報告会

４．課題の抽出

３．PPP/PFI導入によるメリット

【実態調査】
・ヒアリング項目の検討
・ヒアリング依頼・調整
・ヒアリングの実施
・ヒアリング結果の分析

【事例研究】
・事例ごとに情報収集・整理
・特徴等を分析

【事例の分析】
・分析項目の設定
・事例分析（傾向、要因等）

【事例の情報収集】
・事例の情報収集
・調査対象事例の選定

【地域企業が事業参画するPPP/PFIのメリット】
・地域企業がPPP/PFI事業に参画するメリットを整理

【対応策の検討】
・地域企業が参画するPPP/PFI事業の形成促進のための対応策を検討

【事例研究】
アンケート結果に加え、電話ヒアリングや公表
資料を基に事例個別にとりまとめた。

【実態調査】
地方公共団体、代表企業である地域企業、
事業に関与した地域金融機関に個別ヒアリン
グ調査を実施した。


